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1--------はじめに

伊藤でございます。よろしくお願いいたしま

す。今日は、大変大切であり、且つ難しいテー

マを与えられまして、何をお話ししようかと随

分考えてきたのですが、今ご紹介いただきまし

たように、この日本、あるいは日本だけでなく

主要国の高齢化の問題というものを、少し広い

視点からお話しさせていただこうかと思ってお

ります。この後、年金あるいは社会保障制度に

非常に詳しい専門の方々でパネルディスカッシ

ョンがあると思いますので、そこでより詰めた

専門的な議論をしていただくことになります。

私自身、そこに踏み込むだけの十分な知識を持

ち合わせているわけではありませんが、しかし、

よく考えてみますと、今世界経済で大きく動い

ているうねり、あるいは今日これからお話しし

ます、日本がこれから直面する財政問題等をは

じめとするマクロ政策の問題の動きいかんによ

っては、ミクロで設計されたさまざまな制度が

大きな影響を受ける可能性があるということは

間違いないだろうと思うのです。

例えば、一つだけ例を挙げさせていただきま

すと、財政問題があります。ご案内のように、

日本の国と地方の借金を合わせると約800兆円

という数字がよくいろいろなところで出てきて

おりまして、ＧＤＰの160％という金額になっ

ています。そして、言うまでもないことですが、

いわゆる高齢化に伴う社会保障関連の支出の部

分が非常に大きな圧力となっていて、今後もさ

らにその状況は厳しくなります。非常に乱暴な

話をしていますが、過去にＧＤＰの160％とい

う借金を積み上げた国を列挙してみて、それら

の国々が結局どういう形で借金から逃れたのだ

ろうかと見てみると、私の非常に乏しい知識で

見ても、一方できちんと増税をしながら、他方

で歳出をきちんと見直して、しかし景気に厳し

い影響を与えないように、時間をかけて非常に

賢明な形で財政を建て直したというケースは、

残念ながらほとんどないと思います。借金の理

由はいろいろありますからあまり単純な議論を

してはいけないのですが、160％というのはそ

れぐらい重い数字なのです。悪いケースであれ

ば、大変なインフレが起きてしまったことが

多々あることは、皆さんよくご存じだろうと思

います。もちろん、日本はそういう道をたどっ

てはならないわけですけれども、しかし、今、

われわれが議論しようとしている年金の話も含

めて、この高齢社会に向かってのマクロ経済全

体のバランスといろいろな負担と給付の関係を

考えてくると、財政問題を抜きに議論すること

はほとんど意味をなさないのではないかと思う

わけです。

ですから、高齢社会に日本が向かう、あるい

は高齢社会に主要国が向かうということがわれ

われにとってどういう制約と機会とリスクを与

えるかということを考えると、少し大きな産業

や財政の在り方も含めて議論をしておく必要が

あるのではないか、その上で具体的な制度設計

の話をしていただくのがいいのではないかと思

います。そういうことで、今日は先ほど司会の

方からもご紹介がありました通り、少し大きな

マクロ経済、国際経済、あるいは産業という視

点からこの高齢社会について考えてみたいと思

います。

2--------世界的金融危機の背景

少し唐突で恐縮ですが、今回の金融危機の話

からさせていただきたいと思います。ご案内の

ように、金融危機が大変なスピードと規模で世

界を襲って、あっと言う間に世界中をこういう

状況にしてきたわけです。俗に百年に一度の金

融危機と言われています。確かに金融危機とし
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ては百年に一度と言われているように大きなマ

グニチュードを持っているわけです。したがっ

て、それを金融だけの理由で説明することには

恐らく無理があるだろうと思うのです。やはり

その背後には百年に一度と言われるような大き

な経済構造の変化が世界で起きているのだと思

います。それは何かというと、今日のテーマと

も関係があるわけですが、先進国の高齢化が一

斉に始まったこと、先進国が少子高齢化に直面

しているということです。

日本の人口ピラミッドが団塊世代を中心に膨

らんでいるということはわれわれもよく知って

いますが、これは恐らくドイツでもイタリアで

もフランスでもイギリスでも、あるいはアメリ

カでも、程度も違いますし、形も少しは違うも

のの、基本的に同じだろうと思います。ご案内

のように、戦後、ベビーブームというものがど

この国でもおこり、いわゆる経済発展のおかげ

でみんな長生きし、多くがまだ今しっかり生き

て50代、60代になっています。と同時に、これ

も豊かさの結果なのかもしれませんが、子ども

の数がどんどん減ってきて、先進国では団塊世

代を中心とした層が膨らんだ形の人口構成にな

っている。しかも、その先進国はＧＤＰベース

で見ると、Ｇ7で世界のＧＤＰの50％ぐらいを

生み出しているわけです。こういう構造に人類

が直面したのはもちろん初めてのことで、世界

のＧＤＰの50％を生み出している主要国、先進

国が高齢化や少子高齢化に直面したことが何を

ひき起こすのかということを考える上で、一番

分かりやすいのが今回の世界金融危機なので

す。

ここはいろいろな見方があると思うのです

が、私がどうしても忘れられないのは、今から

6年くらい前に、たまたまニューヨークで大手

投資銀行の有名なアナリストと食事をしたとき

に、彼が私に言った言葉です。「伊藤さん、お

金は幾らでも集まるのですよ。問題はそれをど

うやって運用したらいいのかで、この競争が大

変なのですよ」と。彼は何を言おうとしている

のかと思って聞いているうちに、だんだんそう

かなと思ったのですが、要するに、アメリカだ

けでなく、世界の先進国でこれからリタイアを

迎えようとする膨大な人口があり、もちろん個

人レベルでも一生懸命老後のために貯蓄した

り、資産運用しているということもありますし、

さらに制度的にもいわゆる年金という形で天引

きされている膨大なお金があります。たまたま

金融のグローバル化が進んでいて、金融技術が

非常に進んできていたということもあるのです

が、その結果、皆さんご存じのように、高いリ

ターンを求めて幾つかのところに膨大な資金が

流れ込んだわけです。

その一つがいわゆる不動産です。サブプライ

ムが有名ですが、不動産の分野に大変な量のお

金が流れ込んでいる。二つ目はいわゆる新興国

です。ＢＲＩＣｓという言葉がありますけれど

も、新興国にお金が流れ込んでいます。三つ目

が石油やエネルギー、あるいは資源、食料とい

うところです。これは、いずれもリスクはある

けれども、高いリターンを求めた結果です。

もちろん、言うまでもなく、先進国の高齢化

だけが世界の金融危機を起こしたわけではない

のですが、やはり世界の所得の半分を稼いでい

る地域の人口が高齢化するということは、こう

いう大きな世界金融危機を当たり前のように起

こしてしまうようなポテンシャルを持つことに

なるのだということです。そういう意味で、高

齢化はマクロバランスを考える上でも非常に重

要になってきています。

3--------世界経済の動きから見る日本の成長戦略

ちなみに、取りあえず金融危機が終わって、
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今われわれは経済がなかなか元に戻らずに苦し

んでいるわけですが、先進国が一斉に高齢化す

るという現象は今後もまだ続きます。そうして

みると、この先にどういう世界経済の姿がある

のだろうかということをまず思い浮かべておく

ことが極めて重要です。その上で日本の経済や

産業の姿、あるいは日本のわれわれが求める好ま

しい形の高齢社会の姿とは何だろうかというこ

とを考えていく必要があるのだろうと思います。

結論から言えば非常に簡単で、高齢化する先

進社会から、これから成長著しいであろう新興

国、新興地域に資金が流れていくことが多分必

要なのでしょうし、実際にそれが起こるのだろ

うと思います。現実に世界経済のＧＤＰシェア

で見ても、1990年には約70％を占めていたＧ7

の国々がいまや50％まで落ちてきているし、足

元で見ても、中国やインドのような新興国の成

長率が非常に高くなっています。こういう動き

を見たときに、皆さんにぜひ考えていただきた

いのは、これから日本が先進国の中でも最速の

スピードで高齢社会に行くときに、日本の産業

の姿はどうなるのだろうかということです。そ

こから考えてみると非常に考えやすいのではな

いかと思います。

なぜかというと、高齢社会の中で日本の産業

の姿があまり今と変わらないのだったら、今の

状態を想定して、その上でいろいろな、後で議

論になる年金や税制、財政の設計を考えればい

いのですが、やはり日本の産業の姿はものすご

い勢いで変わっていく可能性があるわけです。

簡単に言うと、日本にとって、これから世界経

済の大きなうねりの中で経済を活性化するとき

の大きな鍵になるのは、どこが日本の得意な製

品を買ってくれるかということで、これは私が

申し上げるまでもなく、まず間違いなく一つは

アジアの近隣国であり、それから、後で少し申

し上げますが、アメリカなのだろうと思うので

す。
●アジアの成長

アジアについては、もう皆さんご存じのよう

に非常に大きな変化が今起きてきています。中

国は今年、8％以上の成長で非常に早い回復を

示しています。今日は中国経済について詳しく

お話しする時間はないのですが、一言だけコメ

ントしておきますと、中国も一人っ子政策で高

齢化が始まっているのです。国連のデータによ

れば、2011年から中国の全人口に占める生産労

働人口の割合が減り始めます。ただし、このデ

ータでは中国の生産労働人口の定義が日本とは

違って、15～59歳のようです。そして、2015年

からは、絶対数で生産労働人口数が中国でも減

り始める。従って、ものすごい勢いで、いわゆ

る第一段階から第二段階の成長ステージに大き

くシフトしていこうとしています。もちろん生

産労働人口の減少だけが原因ではありません

し、政府がそれをどこまで意識しているかは分

かりませんが。

今の中国の経済を見ていると非常に面白いで

す。中国のエコノミストと話すとよく言うので

すが、第一段階とは日本の1950年代です。潤沢

な労働者をたくさん使って世界中に物を売り、

外貨を稼ぐ。そして、第二段階とは日本の1960

～70年代です。つまり、資本集約的な産業が伸

びていく。繊維から造船に主力産業がシフトす

るというようなイメージと、それからもう一つ

は内需ですね。60～70年代には三種の神器や自

動車、または家電、住宅、あるいはインフラ整

備という形で変わってきましたが、今、中国は

そちらに大きく動こうとしているわけです。今

回の4兆元という景気対策の中身を見ても、道

路整備や鉄道、住宅、流通などが入ってきてい

ます。これが本当にうまくいくかどうかはこれ

からきちんと見なければいけないと思うのです

が、少なくともそういう方向で動いてきている
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のです。

その結果として何が起きているかというと、

最近よく経済産業省などが好んで使うデータな

のですが、中国で中間所得層の数が爆発的に増

えている。これは中国だけではなくアジア全域

で増えていて、そのデータによると、大体税引

後の年収で5000～3万5000ドル（約50～350万円）

の間に入る人のことを中間所得層というらしい

のですが、その中間所得層が、1995年には1億

6000万人ぐらいだったのに、いまや8億8000万

人になっていて、そのうちの半分ぐらい、4億

4000万人が中国らしいのです。今、アジアの8

億8000万の人が、自動車が欲しい、あるいはい

い洋服が欲しい、しゃれた化粧品を買いたい、

おいしい食べ物が食べたい、あるいは住宅が欲

しいと言っている。この層がいわば新しい消費

ブームを起こそうとしているということで、ち

ょうど日本の1960年代に似ていると思います。

この延長線上で何が起こるかというと、もう

皆さんよくご存じのように、日本の産業構造が

これでまず一つ変わっていく可能性がありま

す。例えばサントリーとキリンが経営統合を検

討しているのはなぜだろうかといろいろマスコ

ミで書かれていますが、中国で売ろうとしたら、

合併した方が有利に決まっています。日本では

高齢化で絶対需要数が減っていく中で、やはり

企業が生き残っていこうとすると、中国やイン

ドに向かっていかなければいけない。ユニチャ

ームのような紙おむつを作っているメーカー

も、今ものすごい勢いでアジアに出てきていま

す。

結論としては、これまでの自動車や家電のよ

うな輸出産業だけではなく、日本の消費財を作

っている企業やそれを売っている小売業、ある

いはサービス産業の企業がこれから本当に生き

残っていこうとしたら、人口がどんどん減少し

て高齢化していく日本のマーケットだけで頑張

るのではなく、むしろ日本の人口の8倍の中間

所得層を持っているアジアで売っていくことが

非常に重要だということです。実際に、企業は

今そのように動いてきています。もちろん、こ

れはうまくいってほしいと思いますし、これを

やることによって日本の産業が活性化するのだ

ろうと思います。

●二つのアメリカ

もう一つ、今回の金融危機に関連して一言だ

けコメントしておくと、面白い存在がアメリカ

合衆国です。誤解を恐れずに言うと、私はアメ

リカには二つのアメリカがあって、白いアメリ

カと白くないアメリカがあると思っています。

白いアメリカとはいわゆる白人社会で、成熟化

し、高齢化が進んでいるアメリカです。そして、

白くないアメリカとは、外からやってきたいろ

いろな人が人口を増やしていくところのアメリ

カです。ＣＩＡという言葉があるらしいのです

が、これはスパイ組織のＣＩＡではなく、

Chinese and Indian Americanのことだそうで

す。これは象徴的な言い方ですが、中国やイン

ドをはじめとした世界中の新興国、途上国のベ

スト＆ブライテストがアメリカに集まってき

て、そこでアメリカの社会の中に入っていくと

いうことで、アメリカの人口は毎年300万人増

えているそうです。そして、国連統計によると、

2050年には4億2000万人を超えるという数字が

出ています。そういう意味では、アメリカ社会

の中に大きな新興国社会があるわけです。

今の大統領のお父さんもケニアの方です。こ

の前、ケニアの外交官と話していたら、ついに

ケニアがアメリカを征服したと自慢していまし

たが、それは冗談として、人口が毎年300万人

増えるということは、千葉市や仙台市が毎年3

個できていくということです。そして、新しく

できた三つ分の千葉市や仙台市に匹敵する人口
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の人たちが最初に欲しいのは自動車や家電製

品、家ということになってくると、トレンドと

してはやはりそうした産業がこれから伸びてい

くことになります。

ですから、日本の産業構造を考えたときに、

もちろんアジアにいろいろな消費財を売ってい

くということが一つの大きな鍵なのですが、や

はりもう一つはアメリカの復活で、アメリカ経

済の成長が日本の産業とどうかかわってくるか

ということだろうと思います。

アメリカは、世界中から物を買い上げて貿易

赤字を膨大に出してしまいました。こういう状

態はもう続きません。アメリカには、景気が少

し冷めて過熱が収まれば、貿易赤字は大幅に減

るだろうという議論があるのですが、一方、ハ

ーバード大学のリチャード・クーパー教授の論

文などを読んでいますと、あと30年は赤字を続

けるだろうと予測されています。これは、アメ

リカが借金をするからではなく、世界中がアメ

リカに投資するからだそうです。ＩＴでどこに

投資したらいいだろうか、食料でどこに投資し

たらいいだろうか、あるいはメディカルでどこ

に投資したらいいだろうか、金融でどこに投資

したらいいだろうか、あるいはいろいろな新し

いベンチャーでどこに投資したらいいだろうか

というと、やはりアメリカの持っているポテン

シャルは非常に大きいので、あと20～30年は、

この金融危機前のような巨大な規模ではないに

しても、赤字は続いていくだろう、世界中の資

金を吸収して、世界中に投資機会を提供するだ

ろうということです。

●日本の成長戦略

仮にそういう絵を描いたときに、今、日本国

内をベースにしているいろいろな産業のかなり

の部分がアジアやアメリカといったところを中

心に大きくシフトしていくということで、これ

は恐らく好ましいタイプの産業構造の変化だろ

うと思います。そして、このことは日本の高齢

化とも大きくかかわってきます。日本国内で、

毎年1歳ずつ年を取り、老眼が進んで、腕の筋

肉の力もなくなってくる人たちが、ひたすら工

場の中で部品を作って組み立て、それを世界に

輸出していく、しかし、それが為替の変動で、

ある日突然大きな損失を被ってしまうというビ

ジネスモデルは、実は高齢社会の姿の中でもあ

まり好ましいものではありません。従って、ア

メリカの中にある新興国も含めた新興国に対し

て、今、世界で起きている大きな流れがこれか

ら日本の産業に及ぼす影響は、日本が高齢社会

の中でそれなりのきちんとした産業基盤を維持

する上で非常に重要な鍵になると言ってよいと

思います。

そのためにどういう政策課題があるのかとい

うことは今日はあまり詳しく申し上げません

が、いわゆる自由化、自由貿易協定だとか、国

土交通大臣が奮闘している飛行機の自由化だと

か、いろいろな政策課題があるわけですけれど

も、そのような方向は、これからの高齢社会の

日本の産業を考える上で非常に重要だろうと私

は思います。

そう申し上げた上で、ではそのときに日本の

産業はどうなるのでしょうか。あるエコノミス

トが彼なりの面白い数字を見せてくれたのです

が、例えば今、日本に製造業の雇用者は大体

1000万人いるのだそうです。六千数百万人の労

働人口の中の1000万人です。そして、彼は彼な

りに計算したのでしょうが、私が申し上げたよ

うな変化を想定すると、国内の製造業の雇用は

少なくとも300万人は減るだろうという言い方

をしていました。

今、日本で作っているものを海外で作るわけ

ですから、これは当然そうなるでしょう。資生

堂が中国で化粧品を売ろうと思ったら、日本で
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作って中国に輸出するよりはやはり中国で作る

ことになるだろうし、トヨタ自動車がハイブリ

ッド車「プリウス」をアメリカで売るのだった

ら、日本で作ってアメリカに輸出するのではな

く、アメリカで作るだろう。そうすると、国内

では強烈な既存産業の空洞化が起こる可能性が

あります。放っておくと、これは雇用機会が減

少する、あるいは産業基盤が非常に厳しくなる

というような話になるわけです。

ただ、大事なことは、そういうトレンドがあ

って、それが高齢社会になっていく日本が今後

グローバル社会で生き残っていくための一つの

大きな方向であるとすると、それによって仮に

国内で空洞化的なことが起きようとしていると

したら、むしろそれを逆手に取って日本国内で

は何ができるかが重要な問題となります。今、

政府が成長戦略というものを一生懸命考えよう

としているということで、いろいろなところで

「成長戦略」という言葉が出てくるのですが、

ここが大きなポイントだと思います。もっと大

胆に問題設定をすると、これから日本の国内で

日本産業をリードしていくような産業は何だろ

うか、所得の源泉はどこにあるだろうかという

ことです。ここで再び高齢化という言葉が大き

なキーワードになります。

第一の高齢化は、先進国の高齢化とグローバ

リゼーションで、日本のこれまでの主力産業基

盤が海外に行くことが望ましいということでし

た。第二の高齢化は、これはもう私が申し上げ

るというよりも、いろいろなところでいろいろ

な方がおっしゃっているように、国内でこれか

らどういう産業が伸びていくことが一番望まし

いのかということで、やはり高齢化が一つの大

きなキーワードになるわけです。そうすると、

医療、健康分野、あるいは例えば介護のような

高齢者支援ビジネスです。また、高齢化とはあ

まり関係ありませんが、教育や環境、観光など、

もろもろのものがあります。そのように考えま

すと、これまでよりも日本国内でそういう産業

を伸ばしていく、あるいはそういう産業が伸び

ていくということは非常に好ましい流れだろう

と思います。

●医療分野の可能性

特に事例として一番私に土地鑑があって面白

いと思っているのが医療分野です。なぜ医療分

野が面白いかというと、これは年金の話をまた

後でしていただくといいと思うのですが、ＯＥ

ＣＤ統計ベース、つまりいわゆる医療保険がか

かわっている部分だけではなく、われわれが例

えばサプリメントを買う、保険が掛からない歯

の治療をするなどといったことを含めた広義の

医療費が、日本では今、年間で約40兆円で、Ｇ

ＤＰの約8％に当たります。これは、皆さんよ

くご存じのように、主要国の中では最低の水準

に近いといえます。韓国あたりはもう少し低い

かもしれませんが、いろいろな数字を見ると、

アメリカはＧＤＰの17％ぐらいとなっているの

でちょっと特異な存在ですが、フランスやドイ

ツ、北欧などでは10～12％、場合によっては北

欧はもう少し高いかもしれませんが、そういう

中にあって、日本とイギリスは8％という際立

って低い数値となっています。

今、私がずっと申し上げてきた大きなトレン

ドの中で日本の高齢化を考えると、幾つか浮か

び上がってくることがあります。非常に素直に

考えれば、高齢化が進んでくるとやはり医療に

対する国民の支出の規模は増えていきます。当

然、年を取れば医療サービスを受ける機会が増

えてきます。また高齢化とは関係ありませんが、

医療技術が高度化してくれば当然国民の医療に

対する期待も高まってきます。そうすると今は

ＧＤＰの8％で40兆円という医療費なのですが、

日本の高齢化のスピードを考えると、50兆、60
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兆、70兆円というペースでこれから5年、10年、

15年の間に膨れ上がっていく可能性があるわけ

です。

これをどう見るか。「いや、大変だな。40兆

円でもこのような状況なのに、50兆円、60兆円

と医療費が増えていったら、それだけ税負担が

増えてなかなか厳しいな」と見るのか、「いや、

チャンスではないのか」と見るのか。医療に対

する需要が、これから、50兆円、60兆円と増え

ていくとすると、そこに日本にとってものすご

く大きな成長産業が出てくるのではないだろう

か、それだけ生産機会、雇用機会、所得機会が

増えるのではないか、という見方もあり得るわ

けです。

現に、医療サービスはものすごく雇用を生み

出す職場であるわけですし、いわゆる技術進歩

も非常に速い分野ですから。医薬品、医療技術、

医療機器、あるいは今の情報化ネットワークに

おける医療のいろいろなサービス供給体制の変

化といった、諸々のことを含めて考えると、要

するにこれからの高齢社会の中で日本の既存の

強い産業は外でもっと稼ぐという形となって国

内でのウエートを下げていくときに、それに代

わる新しい産業を作り上げていく、と考えてい

くと、医療分野には非常に大きな可能性がある

わけです。

私はよく冗談で言うのですが、皆さん、命を

失うのと資産の半分を失うのとではどちらが嫌

ですか。どちらも嫌なのですが、やはり命を失

うよりも資産の半分を失う方が嫌だという人は

あまりいないと思います。つまり、自分や家族、

周りの人の健康を守れるのなら、お金をもっと

出してもいいと、多分本音ベースでは思ってい

るわけです。そうであるとすると、仕組みとし

て面白いものを作り上げてやると、ここはひょ

っとしたら日本にとって大きなチャンスになる

かもしれません。高齢化ということは、確かに

今までの制度をそのまま残しておいては大変で

すが、高齢化に合った産業や社会のシステムを

作ってやると、そこに非常に大きなチャンスが

あるかもしれないということです。

医療というものをそのように考えてみると、

高齢化の中での日本のあるべき姿が見えてくる

と思うのです。今の医療保険制度で、ただ税金

を増やし、医療機関を増やしていたら、多分ど

うにもならないものができるのだろうと思いま

す。日本は世界で最も成功した社会主義国だと

言われていますから、その道を歩むということ

はあるかもしれませんが、現実問題として、今、

日本の持っている医療制度の素晴らしいところ

は何とか残しながらも、それに加えてどういう

ものをやっていくのかということが重要な問題

です。従って、政策が肝要なのです。

そこでこの後の話につながるのですが、医療

制度の改革という話を考えるとどうしてもサプ

ライサイドの話が中心になってしまいます。も

ちろんサプライサイドは大事です。今の医療の

料金体系をどう変えるか、医療の例えば規制を

どう見直していくか、あるいは医療のグローバ

ル化をどう起こしていくのかということも大事

で、年金も大事なのですが、高齢社会における

われわれの社会や姿を考えるときには、すべて

サプライサイドとデマンドサイドの両方から考

えていかなければいけません。このデマンドサ

イドとは、まさに財源の問題であり、税の問題

であり、財政の問題です。これについてはまた

後でお話ししますが、サプライサイドについて

はやはりいろいろな可能性があるわけですか

ら、ここをうまく変えていくことによって、い

ろいろなことができるのだろうと思います。

あまり医療の話をたくさんしてもしょうがな

いのですが、一応テーマが高齢社会についての

話ですから幾つかお話しさせていただくと、少

し前にある講演会で聞いて非常に印象深かった
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話の中に、南和友さんという有名な心臓外科の

先生が出てきました。私もその講演を聞いた後、

南さんのホームページなどを見てみたのです

が、何と書いてあったかというと、この方は非

常に有名な心臓外科医です。ドイツに渡って三

十年、そして世界最大級の心臓病センターで二

十年間活躍しています。その心臓病センターで

は年間に6000件ぐらいの心臓手術をするそうで

す。ドイツ全体で見ても、心臓手術をする施設

当たりの平均の手術件数は年間1400件ぐらいだ

そうで、日本に帰ってきて、日本の現状を見て

愕然としたそうです。心臓外科手術をする施設

が500以上あって、一施設当たりの手術件数が

年間で80件以下だと。これは平均ですから、年

間の手術件数が40～50件のところもあるわけ

で、1週間に1回しか手術をしていないというこ

とになります。私は素人ですので、あまり乱暴

な議論をしてはいけませんが、1週間に1回しか

切らないような病院に行って手術をしたら、ど

こを切られるか分かったものではないと思って

しまいます。

なぜそういうことが起こるかというと、要す

るに医療施設が多過ぎるわけです。500カ所、

あるいはそれ以上、心臓外科手術をするところ

がある。これは、日本の医療制度がサプライサ

イドで完全に崩れているということで、経済学

ではこんな話は規模の経済性ということでみん

な切ってしまうわけです。昔は日本全国に鉄工

所や鉄かじ屋がたくさんあったのですが、やは

り鉄を効率的に造るにはそれなりの集約化が必

要だということで、鉄鋼業はだんだん集約化し

て、新日鐵とＪＦＥと住友金属など幾つかにな

っています。

別に大きくなるだけが規模の経済性ではな

く、専門性を高めていくことも重要になってく

るのですが、例えば仮に心臓手術のできる施設

が500カ所あるとして、それを3分の1に減らせ

ば、一つの病院で診る患者が3倍になり、医者

も看護師も3倍になります。ですから、日本の

今の医療におけるサプライサイドの一つ一つを

よく見てみると、民営化や規制といったレベル

の話ではなく、要するに医療技術がどんどん専

門化し、情報が広がり、そして国民の移動性が

高まってくると変わるようなところがたくさん

あります。そういうサプライサイドが大きく変

化する可能性があるのですから、やはり改革が

必要なのです。

●医療費の削減に向けて

ほかにも幾つか面白い話があって、これは政

策にも大いにかかわってくるかもしれません

が、われわれの健康状態は医療の進歩によって

随分良くなりました。国民皆保険を導入したこ

ろは国民の栄養状態が悪く、結核や感染症が多

かったのですが、医療の進歩の恩恵を受けて、

われわれの寿命も延びたわけです。

でも、今の時代、一番医療費のかかる疾病は、

生活習慣病とがんです。生活習慣病やがんにと

って重要なのは、深刻な病気になってから治療

してもらうのではなく、そうならないように、

生活習慣病であればメタボ対策をする、がんで

あればしっかり定期健診をして早期発見をする

ということです。つまり、予防や生活改善が重

要になってくるわけです。これは、高齢社会の

中で日本の医療を考えるときに非常に重要なポ

イントです。

分かりやすく言うと、メタボの人が糖尿病に

なって、透析につながり、年間の医療費を600

～800万も払わなくてはならなくなるまで放置

するのではなく、いかにメタボの人が運動をし

てしっかり健康な状態を保つようなインセンテ

ィブを与えるかということが重要になってくる

わけです。その意味では、メタボという言葉を

はやらせたのは政府の大変な成功だと思いま
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す。次にやることは、メタボの人が多い健康保

険組合には余分に保険料を払ってもらうという

ことだと思います。それによって、例えば保険

組合ベースで一生懸命健康改善に努めてもらう

というインセンティブが働きます。恐らくその

うちにたばこの価格は2～3倍にしましょうとい

う話になるのではないでしょうか。たばこを吸

う人は周りの迷惑になるというような話ではな

く、単にたばこを吸えば吸うほど確率的に動脈

が硬くなって、それだけ医療費が掛かるのだか

ら、あらかじめ払っておいてほしいという話か

もしれません。いずれにしても、予防や検査と

いうところに国民がインセンティブを持ってお

金を使うような仕組みができればできるほど、

結果的には国全体としての医療費が下がるとい

う可能性があって、ここはやはり非常に重要な

ところだと思うのです。

シンガポールにメディカル・セービング・ア

カウントという制度があります。このシンガポ

ールの制度を少し借用して、医療費やジムに通

う費用など、健康にかかわる出費にだけ使える

貯蓄制度を作り、そこにお金を預けたら免税に

しますよ、というようなものを作ったらどうか

ということを以前、新聞に書いたことがありま

す。例えば年収800万の方は800万の所得に税金

が掛かるのですが、メディカル・セービング・

アカウントに50万円貯蓄すれば750万円にしか

所得税が掛からない、あるいは、50万円をメデ

ィカル・セービング・アカウントに入れて、そ

れに金利が付くのですが、その金利には税金が

掛からないし、そのお金は自分だけではなく子

どもに相続してもいいし、親に使ってもいい、

誰に使ってもいいというような制度がつくれる

ならば、すぐにやればいいのではないでしょう

か。税金を一銭も掛けないで、もちろん所得控

除ですから歳入は少し減るかもしれませんが、

国民が自らの意思で、自分のお金を使って予防

行為や健康検査等をやることによって、結果的

に国全体の医療費が下がるということが私は非

常に重要だろうと思うのです。

●メディカルツーリズム

このように、サプライサイドにはたくさんの

可能性があります。もう一つ例を挙げますと、

いわゆるメディカルツーリズムと言われている

現象があって、ある人から聞いたのですが、ア

メリカのミネソタにあるメイヨー病院や、ジョ

ンズ・ホプキンスのような名だたる病院では、

その収入の2～3割を外国人から得ているそうで

す。要するに、アメリカのいい病院に行けばよ

りいい治療を受けられるだろうと思って、みん

なが自分のお金でやって来るわけです。日本だ

ってそうでしょう。野球選手の桑田や佐々木な

どがひじを壊すと、みんなアメリカの病院に行

っています。世界中のスポーツ選手がアメリカ

の専門の外科医に行き、世界中の患者が集まる

ことによって、その病院のレベルも上がってい

くという形になっています。

日本人による日本人のための日本国内の閉鎖

的な医療システムだけでやっていくと、人口減

少の中でだんだん厳しい産業になるかもしれな

いのですが、であれば、日本の病院も、海外か

らいろいろな形で患者を受け入れればいいので

す。特に、先ほど言ったように、アジアには中

間所得層が8億8000万人いますし、その上に富

裕層が恐らく数千万人いるわけですから、検査

から手術、あるいは歯の治療など、いろいろな

ことが考えられると思います。

そういうことをして外国から患者さんが来る

と、日本の患者さんが診てもらえないのではな

いだろうかという見方をする人がいるかもしれ

ませんが、それをわれわれ経済学者はゼロサム

ゲーム的発想と言います。患者さんが来るのだ

ったら、それだけお医者さんを増やせばいいわ
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けです。ご存じのように、今の受験生はみんな

医学部に行きたくてしょうがないという状態で

す。あるいは看護師さんを増やせばいい。それ

こそ日本の雇用を増やす、あるいは医療を日本

の基幹産業として育てていく大きな要因になり

ます。その結果として、もちろん周辺の医薬品

産業や健康機器などの産業も盛んになります。

やはりこういう視点が非常に重要だと思うので

す。

高齢化は日本にとって非常に大きな重しでは

あるのですが、高齢化に合った社会システムを

作っていかないと日本は良くならないし、高齢

化という難しい問題に直面しているからこそ、

この際、日本のやり方をもう一回ゼロから見直

して新しい社会基盤を作っていく、その上に年

金や医療保険制度などの公的な仕組みをしっか

り作っていくということが鍵であって、現状の

産業構造と現状の産業のフレームワーク、現状

のいろいろな雇用構造の中で医療や年金等の社

会保障システムを作るという考え方では駄目だ

ろうと思うのです。

この前、ある会議で医療の崩壊についてみん

なで議論していて、確か元厚生労働省の次官の

方が「地方社会そのものが崩壊しているのだか

ら、地方の医療の崩壊だけを議論しても意味が

ないのではないか」と言われて、私はなるほど、

そのとおりだなと思いました。つまり、地方の

医療の話というのは地方経済、地方社会そのも

のの話になるわけです。そう考えると、日本の

高齢化の話も、高齢化に関係する社会的な仕組

みの話だけで考えるのではなく、日本の産業の

姿や日本の経済そのものの仕組みと併せて考え

てみた方がいいだろうと思います。

●資産の流動化

もう一つだけ、周辺分野の話をさせていただ

きます。それは何かというと、日本の高齢社会

を考えるときに非常に重要な国民の資産の問題

です。よく言われる数字で、どこまで正確かは

分かりませんが、日本の国民は1400兆円の金融

資産を持っていると言われています。私が見た

データによれば、この1400兆円の金融資産のう

ち約75％は60歳以上の方が持っているそうで

す。これをどのように使うかということが非常

に大きなポイントで、これは今日の問題とは関

係ありませんが、ある意味で日本の高齢社会の

中で一番重要な問題かもしれません。特に公的

年金に頼れないとすると、この民間の金融資産

を高齢社会に合った形にするにはどうしたらい

いかということが重要な問題になると思いま

す。

ただ、今日はもう一つの話を申し上げたいと

思います。実は、この1400兆円とほぼ同額の個

人実物資産というものがあるのです。個人実物

資産の大半は住宅です。つまり、1400兆円の住

宅があるわけです。そして、私の見た数字によ

ると、その75％は50歳以上の方が持っています。

この住宅資産や不動産というところが、ひょっ

としたら高齢社会を大きく活性化して、日本の

豊かさにつながる可能性がある産業を生み出す

かもしれません。

金融資産は一応動くのです。使いたかったら

銀行から下ろしたり、株を解約すればいいし、

投資したかったら投資信託を買ったり、株を買

えばいいわけです。もちろん、日本の個人金融

資産はあまりにも預貯金に偏り過ぎているとい

う指摘がありますから、本当に結果的にうまく

動いているかどうかはいろいろな議論がありま

すが、少なくとも個人ベースで見ても、金融資

産はいつでも売ったり買ったり、貸したり、運

用したりできるわけです。問題は、1400兆円の

不動産が死んでいるということです。

私が個人的に知っている事例なのですが、文

京区の地価は坪300万円です。その文京区で、
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40坪ぐらいのところに80歳前後の老夫婦が住ん

でいます。家は多分30～40年ぐらい前に建てた

古い家です。つつましやかに1カ月15万円ぐら

いの年金生活をしているようでした。その人た

ちが1億2000万円の土地に住んでいるわけです。

この方たちが亡くなると遺産の取り合いになる

のでしょうが、これはもったいないなと思うの

です。1億2000万円の土地を売ってしまえば、

それでもっと高齢者に向いたところに住めるか

もしれないし、売るのは忍びないと思ったら、

ほかに貸してもいいでしょう。あるいはもっと

言えば、リバースモーゲージというのでしょう

か、1億2000万の土地を担保に例えば3000万円

ぐらいお金を借りて、それを生活費に回せばい

いと思うのですが、やらない。このようなケー

スがどれだけあるかは知りませんが、直感的に

見て、日本の不動産はただ単に住むだけの存在

になっているケースが非常に多いと思います。

売ったり買ったり、貸したり借りたり、あるい

はそれを金融資産的にバランスシート上で運用

して生活費をねん出するということができない

わけです。

ただ一方で、われわれもデータを見て愕然と

したのですが、確か国土交通省から、今、皆さ

んの住んでいるところから一番近いデイケアセ

ンターや病院までの距離はどれだけあるかとい

うデータが出ていて、30代、40代、50代、60代、

70代と年代が高い人ほどそういう施設からの距

離が遠くなるという傾向がありました。ある意

味では当然かもしれません。戦後50年間は人口

増加と大都市への人口集中が起きる中で、とに

かくシェルターとしての家を造らなければなら

なかったものですから、どんどん郊外へ出て家

を造ってきたために、年齢の高い人ほどそうい

うところに住んでいるのです。

そういうことを書いた私の本を読んだある読

者が言っていました。「先生の言うとおりです。

私は若いころ、多摩ニュータウンに家を買いま

した。でも、あるときから多摩オールドタウン

と名前が変わり、あるときから多摩ゴーストタ

ウンに変わろうとしています。自分はもう引退

だからいいのだけれど、40年間、片道1時間、

往復2時間の通勤をしました。後で計算をして

みたら、一生の間に懲役2年と100日、満員電車

の中にいたことになります」と。これはまさに

右肩上がりの若者が多い時代の住宅の姿です。

ですから、高齢社会の都市の姿を考えていく

と、これが大きく変わる可能性があるわけです。

デイケアセンターや病院に近ければいいという

だけの話ではありません。もちろんいろいろな

ことがあって、家の中も当然バリアフリーにし

なければいけないでしょう。税金を取って公共

事業でまちづくりをしようとしても、すべてを

やることは無理です。一方、1400兆円の実物資

産のかなりの部分が死んでいるわけです。従っ

てそれをモビライズさせることが非常に重要な

のです。

実は、こういうことが問題意識としてあり、

その結果でてきたものが、福田内閣のときの

200年住宅構想です。別に200年もつような頑丈

な家を造りましょうということが本音ではな

く、要するに家というものは資産だから、いつ

でも売ったり、借りたり、貸したり、あるいは

それを担保にリバースモーゲージをしたりする

ことができるようにしましょうということで

す。

それを本当にまじめにやろうとすると、日本

の制度を全部変えなくてはいけません。ある人

から聞いたのですが、今、リバースモーゲージ

をしても、つまり信託銀行が土地を担保にお金

を貸す契約をして、その方が亡くなったときに

その土地を取ろうとしても、そこで遺族が出て

きてしまうと問題になる、それが民法の規定ら

しいという説明を聞いたことがあります。だか
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ら、民法も含めていろいろな仕組みを変えてい

かなければならないのだと思います。ましてや、

日本では中古住宅の流通が非常に悪いので、そ

ういう情報の整備や、あるいは税制も変える必

要があるかもしれません。

しかし、そこをうまく変えてやることによっ

て、日本の高齢社会にとって極めて大きなチャ

ンスが出てくるかもしれないのです。1400兆円

の個人実物資産の75％を50歳以上の方が持って

いて、しかも今の都市の姿、あるいは住宅の姿

は必ずしも好ましい姿になっていない。それを

変えることによって、一方では都市改革や町の

姿、住宅の姿の変化に伴う大きな産業を興すと

同時に、われわれの生活の改善にもつながるの

ですから、高齢化ということは、よく考えてみ

るといろいろなものをわれわれにもたらすので

す。

4--------デマンドサイドの問題

しかし、そういう問題を考えるときに、デマ

ンドサイドの問題は極めて深刻だと考えていま

す。つまり、年金も含め、今の財政制度をこの

まま続けていてはどうにもならないので、今後

どうするのかをやはり真剣に考えていく必要が

あるでしょう。

●将来世代への負担

専門家にはよく知られているのですが、75歳

以上の方の医療費が10兆円を超えているので

す。恐らくこの高齢者増加のスピードでいきま

すと、75歳以上の方の医療費は、すぐに15兆円、

20兆円になるでしょう。比較対象としていいか

どうかは分かりませんが、ちなみに日本の防衛

費は約5兆円です。つまり、75歳以上の方の医

療費の約半分なのです。たとえ防衛費をゼロに

したところで、75歳以上の方の医療費の半分も

カバーできないわけです。

後期高齢者医療制度はやめるということです

から、これに代わる形の高齢者医療制度をどう

やって作るかということが極めて重要なのです

が、ここで非常に気になるのは、年金も同じで

すが、それを誰が負担するのだろうかというこ

とです。もちろん、今の高齢者層の方々が直接

負担してくれれば一番好ましいのですが、そう

簡単ではありません。お金持ちだったらいいで

しょうが、高齢者の中にはそれほどお金がない

方もたくさんいらっしゃるわけです。制度がな

かなかうまくいかない中で、ご案内のように、

それぞれ負担があって赤字医療保険組合がどん

どん出てくるし、これが将来、税負担になれば、

その税の増加が若者の負担になるわけです。

これに限らず、高齢社会の非常にやっかいな

問題は、いわゆる将来世代に大きな負担をかぶ

せているということです。私は麻生内閣のとき

に安心社会実現会議のメンバーに選んでいただ

き、雇用や年金、医療など、どうやって安心を

作ったらいいだろうかということを議論してい

ました。私を選んでいただいた理由の一つは、

私が理事長をしているＮＩＲＡで、非常に乱暴

な推計ではあるのですが、どう見ても日本の中

高年の方は常識的に考えて必要と考えられるよ

りも100兆円ぐらい余分に金融資産を持ってい

るらしいというシミュレーション結果を出した

ことにあると思います。現実問題としても、日

本の国民は平均して可処分所得の約４倍の金融

資産を持っています。ちなみにアメリカとイギ

リスでは3倍で、ドイツやフランスでは2倍です。

なぜそうなのかという一番素直な解釈は、やは

りみんな不安だということです。年金が不安、

医療が不安、政府は当てにならないと思って、

自己防衛で一生懸命貯蓄をしている。それが、

結果的に日本の景気をなかなか元気にしない一

つの背景になっているのかもしれません。不安
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だから、みんなますますためてしまう、ためて

しまうからますます景気が悪くなる、それでま

すます不安が醸成されるというわけです。従っ

て、ＮＩＲＡのレポートの中で、やはり社会保

障制度の改革を始めとする高齢者の不安を解消

するような制度改革をすること自体が景気を回

復する大前提であろうと書きました。これは読

売新聞の正月の社説でも取り上げていただきま

した。

その安心社会実現会議で年金、医療、雇用の

議論をして、ときどきその内容を差し障りのな

い範囲で学生に聞かせてみんなで議論をしたと

ころ、学生に「伊藤先生、先生のような中高年

が安心社会実現会議で医療や年金の話をすれば

するほど、若者が不安になるのは分かりますか」

と言われてしまいました。これが本当なのです。

制度設計がおかしいものですから、一部を良く

しても、全体で見るとものすごく歪んでいるわ

けです。

先ほどの医療の話に戻って、10兆円、あるい

は将来には15兆円、20兆円になるかもしれない

高齢者の医療費を、一体誰が負担するのか。や

はり若者が負担するか、高齢者が負担するしか

ありません。ですから、われわれは今まで考え

たことがないような財政運営や税運営を考える

必要があるのかもしれません。

先ほど言ったように、1400兆円の金融資産を

持っている方の75％が60歳以上の方です。そし

て、どうも見ていると、先ほどのＮＩＲＡのレ

ポートではありませんが、多くの人はほとんど

使わないで亡くなってしまうわけです。そうす

ると、相続になりますが、相続税を払っている

人は相続財産を受けた人のわずか4.2％しかい

ません。3000万円ぐらいを相続しても、控除が

あるから税金は払わなくていいのです。これは

おかしいのではないでしょうか。100円のチョ

コレートを買っても、消費税を5円払うのです。

何で1000万円のおじいちゃんの預金が来たとき

に1円も税金を払わなくていいのか。でも、そ

れが今の相続という制度なのです。

その話を財政の専門家にしたところ、「伊藤

さん、簡単だよ。消費税の定義を変えればいい」

と言われました。おじいちゃん、おばあちゃん

が亡くなったときに相続財産が出ます。それを

相続人が相続する権利を行使するためには、ま

ず消費税を払わなければいけないようにする。

相続財産が100万円であろうが、5000万円であ

ろうが、5億であろうが、まず今だったら5％、

将来は10％になるかもしれませんが、相続税を

払う前に消費税を払う。消費税を払った後、も

ちろん3000万円ぐらいだったら控除の対象にな

るけれど、それでもまだ3億あったら相続税を

払うと。つまり、遺産相続をするという行為そ

のものを消費行為と考えれば、そこで税金を取

れるのではないかということでした。

これはいいと思います。そして、それを全部、

後期高齢者と言われている人たちの医療費に充

てればいいわけです。これはいわゆる高齢者の

間での所得配分になるのですが、少なくともそ

の分は将来世代に対する負担を軽減することに

なります。

この話をすると、またおまえは高齢者いじめ

の話をするかと必ずしかられるのですが、別に

高齢者いじめではありません。生前ではなく、

亡くなってからいただくようにするのです。私

は個人的にこれをぜひやってもらいたいと思っ

ています。

日本が直面している超高齢社会の中で持って

いる財政のゆがみ、あるいは世代間の配分のゆ

がみはかなり大きく、それを今までの制度の中

でやろうとすると、間違いなく若者にものすご

く負担をかけることになります。もちろん将来

世代にも応分の負担はしてほしいと思います

が、やはり日本は高齢先進国であることを考え
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ると、世代間の過大な負担の押し付けを減らし

ながら、高齢社会をむしろプラスにしていくよ

うな社会をどうやって作っていくかということ

を、他国に先立って、冷静に考えなければなり

ません。そのように考えると、10兆円を超える

後期高齢者医療費の問題は、医療問題ではなく、

財政問題なのです。年金も恐らくそうだと思い

ます。

日本のケースについては後で専門家の方が話

されるでしょうが、いわゆるアメリカの財政、

特に世代会計などで非常に有名なコトリコフと

いうボストン大学の先生が、何年か前に『The

Coming Generational Storm（迫りくる高齢社

会の嵐、邦題：破産する未来　少子高齢化と米

国経済）』という素晴らしい本を書いています。

その中のシミュレーションによると、今のアメ

リカの制度をこのまま引っ張っていくと、いわ

ゆる将来世代に対する負担が非常に多いのです

が、実はそれは年金よりも医療なのだと。アメ

リカにはメディケア制度というものがありまし

て、高齢者に対する医療の財政負担があります。

アメリカの医療保険制度は民営化で全く国が関

与していないと誤解している人がいますが、そ

うではないのです。日本でも、財政の専門家の

推計によると、やはり将来は年金と同じぐらい、

あるいはそれ以上に医療が大きな問題になる可

能性があるということでした。年金制度につい

ては後でぜひ議論していただきたいと思うので

すが、ことほどさように、財政問題として高齢

社会の問題をどう考えるかということは非常に

重要です。

●高齢化社会を支える税収の確保

最後に、財政の問題についてもう少しお話し

したいと思います。この前、ある役人の方と議

論をしていて、なるほどと思ったことがありま

した。日本はいろいろなものが最低です。先ほ

ど言ったように、医療費のＧＤＰに対する比率

は先進国の中でも下の方で、大学や大学院の高

等教育に対する政府の支援も先進国で最低、雇

用者・失業者に対する支援や、直接雇用補助の

水準も先進国の中で最低に近く、さらに育児や

保育等に対する支援も先進国で最低です。みん

な最低なのです。どうしてなのかと考えてみる

と、われわれはアメリカと並んで先進国で最低

の税金しか払っていないのです。先進国で最低

の税金しか払っていないとすると、その中でい

ろいろなものをやろうとしても、やはり無理で

す。本当にわれわれが求めるような高齢社会に

合ったいろいろなサービスを受けようとする

と、もちろん民間にかなり担ってもらう分はあ

るにしても、結局、増税しない限りはどうにも

ならないのかもしれません。ですから、本当に

真剣に税収をどう確保するかを考える時期に来

ているのだと思います。

それについて二つ三つ申し上げておしまいに

しますが、増税をすると景気が悪くなるという

のは間違いです。私の学生がそんな答案を書い

たら不可にします。50兆円増税して、その50兆

円を全部使ってしまえば、有効需要は50兆円伸

びるというのがケインズ理論でいうところの均

衡財政乗数です。50兆円増税して、その50兆円

を全部どぶに捨ててしまうか、海外にあげてし

まったら、景気は悪くなります。50兆円増税し

て、その50兆円を全部政府の借金の返済に回し

てしまったら、景気が悪くなるか悪くならない

かはケインズ学派とリカード学派で分かれると

ころです。ただ、どんな学派でも、50兆円増税

して、そのうち40兆円か45兆円は使ってしまっ

て、残りの5兆円か10兆円を借金の返済に回し

たら、景気にはニュートラルで、あるいはプラ

スに働いて財政再建が少し果たせるかもしれま

せん。なぜ50兆円増税して45兆円使わなければ

いけないかというと、高齢化が進むわけですか
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ら、医療や介護、社会保障に税金を投入する必

要があるからです。そういう建設的な増税を考

えていく時代かもしれません。

もう一つ非常に面白いと思うのは、最近よく

議論になるスウェーデンのケースで、日本がス

ウェーデンのようになるべきだと言っているわ

けではないのですが、参考になると思っていま

す。スウェーデンは25％の消費税を取っている

大変消費税の高い国だと勝手に思っているので

すが、よく見ると、スウェーデンには消費税の

倍に当たる税収を稼いでいる税金があるので

す。それが地方所得税です。これは、30％のフ

ラットな税金です。年収300万の方も年収800万

の方も自分の所得の3割ですから、例えば年収

500万の方だと、3割の150万円の地方所得税を

払って、残りの350万円の中で消費生活をする

ということで、25％の消費税よりも圧倒的に所

得税の税収の方が多いわけです。

それがなぜ地方所得税になっているかという

と、分かりやすく言えば、それを医療や教育、

介護その他に使うからです。これは、病院に行

ったり、将来、介護をしてもらったり、教育を

子どもに受けさせたりするということがそれな

りの重要性を持っているのだったら、所得の3

割ぐらい払いなさいというメッセージです。こ

れが地方主権、地方分権ということなのです。

ここで大事なことは、みんなが3割払うとい

うことです。だから、大手を振って取れるわけ

です。例えば、障がい者の方は所得は少ないか

もしれませんが、同じように3割払うわけです。

けれども、色々な形で支援を受けるなど、金銭

的に見るとそれ以上のベネフィットを受けてい

ると思われます。

日本がそういう社会に行くかどうかはまたい

ろいろな議論があるのでしょうが、今まさに問

題になっている税金や財政の話は、日本の社会

の在り方や高齢化の話ときちんと組み合わせて

議論することが極めて重要です。もちろん非常

に難しい問題ではありますが、これをしっかり

やることによって、なかなかいい社会ができる

かもしれません。

5--------ノアの洪水を引き起こさないために

最後に一つだけ嫌な話をします。先ほど、わ

れわれ中高年が安心社会実現会議のようなとこ

ろで年金改革や医療改革の話をすればするほ

ど、若い人間は不安になるという話をしました。

若者は今の中高年に対して非常に怒っているわ

けです。だから、私は「そんなに心配しなくて

も大丈夫だ。神は悪を見逃さない」と言いまし

た。

ここから先は非常に乱暴な議論で、汚くて申

し訳ないのですが、日本の経済は大きな便器で、

そこに今、政府の借金という汚物がたまってい

るようなものです。キャパシティーが大きいも

のですからなかなかあふれませんが、いずれど

こかであふれそうになります。そうすると、神

様はひもを引っ張る。これはどういうことかと

いうと、ノアの洪水です。それで全部きれいに

消えてしまうわけです。

ノアの洪水が何かは分かりませんが、もしか

したら財政破たんであり、ひょっとしたら狂乱

物価かもしれません。そんなことになったら大

変です。経済はぐちゃぐちゃになって、特にわ

れわれ中高年は資産を失うかもしれない。政府

の借金もちゃらになるでしょう。だけれども、

「国破れて山河あり」で、大混乱した後、もう

変なものは全部なくなってしまって、新しい社

会になるわけです。

そう言ったら若者は少し元気になりました

が、そういうことを起こしてはいけません。そ

ういうことを起こさないためにも、これから５

年、10年、もちろん若者にも納得してもらいな
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がら、やはり高齢社会の中で本当の意味での歳

入と歳出と、いろいろな年金や医療の仕組みを

変えておかなければならない。ただ、最悪の場

合にはそういうこともあり得るということで、

若者にはノアの洪水と言いましたが、われわれ

中高年がこれから一番気を付けなければいけな

いのは、10年後か15年後か分かりませんが、財

政の破たんか、あるいはその結果でのインフレ

があるかもしれないと思っています。それには

くれぐれもご用心と申し上げて、私の話を終わ

りにしたいと思います。どうもご清聴ありがと

うございました。




